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昨年、旧第三機能回復訓練部長であった私は、元

三訓スタッフはもとより、現自立支援局、研究所、

学院の有志の皆様と共に「国リハ視覚障害勉強会」

を開催しました。そこでご教示頂いたことを元に、

平成22年度の厚生労働省科学研究費を得ることが

でき、「総合的視覚リハビリテーションシステムプ

ログラムの開発」プロジェクトがこの４月よりスタ

ートしました。それに伴い、この勉強会を本年度よ

り「視覚リハ勉強会」と改称し、センター内の視覚

リハ専門家の皆様とともにこのプロジェクトを含

め、視覚リハの横断的プロジェクトを進めていきた

いと思っております。以下、その概要について説明

させて頂きます。

この勉強会の目指す先には、１）視覚障害に起因

するマクロニーズのリアルタイムな把握、２）個別

の支援計画に必要なエビデンスの集約とその参照、

そして、３）支援の実動部隊の安定的確保とそのレ

ベル向上があります。マクロニーズは、全国規模の

標準的必要性のことです。これまで、視覚障害者の

ニーズ調査というと主に特定施設の利用者を対象と

した調査でした。その結果、その施設が更生施設な

のか特別支援学校なのか、それとも病院なのかによ

って基礎疾患にも生活環境にも大きく偏りがありま

した。マクロニーズの正確な把握には、より幅広い

母集団からのデータ収集が必要になりますが、それ

をリアルタイムで把握するのはかなり困難なことで

す。しかし、これを把握しないことには、時代に合

った適切な施策を提言することはできません。

また、視覚リハに限ったことではありませんが、

障害の個人差は大きいため、個別の支援計画が必要

です。しかし現在では、その支援内容は、担当にな

った施設の支援内容や所属する専門職員の経験に依

存し、科学的な証拠に基づくもの

であるかどうかを判断することが大変困難です。こ

れまで視覚リハの分野では、「どのような事例」に

「どのような支援者」が「どのような支援」をする

と「どうなるのか」を明らかにできるほど、システ

マティックな情報蓄積は行われてきませんでした。

私たちは、それを構築し、個人情報保護に配慮しつ

つも、全国に散在する支援者が、いつでもどこでも

その情報を参照できるしくみを考えていかなければ

なりません。そして、上記の二つを現実のものとす

るためには、当然マンパワーが必須となります。マ

ンパワーには、数と同時に質が問われます。私たち

は、必要な専門職の養成とともにそのレベル向上に

努力しなければなりません。

私たちが求める「総合的視覚リハビリテーション

システムプログラム」とは、「どのような事例にど

のような支援者がどのような支援をすべきか」の指

針を示すソフトウェアです。これに当初から正確な

回答を求めることは困難であり、無謀とも思われま

す。しかし、視覚リハに携わるものが皆で協力し合

ってデータを入力し続ければ、しだいにその回答は

尤もらしいものに近づいていくでしょう。もし、こ

のようなソフトがあれば、それは、全国の視覚リハ

の支援者にとって便利なツールになります。そして、

適切な回答が得られれば得られる程に使用頻度が高

まります。頻度が高まれば、回答の精度が上がると

同時に、入力データの集計によりリアルタイムなマ

クロニーズの把握が実現します。このようなプログ

ラムには、管理人が必要です。そして、それこそが

当センターの役割であり、その道先案内人の役を

「視覚リハ勉強会」がしていくべきと私は考えます。

なお、当勉強会は、ご賛同頂けるセンター職員が参

加できる開かれたものとして、今後、原則として毎

月第三金曜日の17時以降に開催していく予定です。

〔巻頭言〕

視覚リハ勉強会
第二診療部長　仲泊聡
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今回は、南米のチリ共和国の帰国研修員（現在チ

リ国厚生省障害者リハビリテーション部門チーフ）に日

本での研修後の活動について報告していただきまし

た。また、今年の２月27日にチリを大地震が襲いました

が、その後の復興の様子についても最後にレポートし

てくれています。

“日本での研修後の活動”Mr.Hernan Soto（エルナン・ソト）

私は2002年の春に、JICAのチリ国身体障害者リハ

ビリテーションプロジェクトの研修員として国立障害者

リハビリテーションセンターで研修を受けました。最初

にJICAのリハ専門家の研修プログラムについて知っ

たのは1997年でした。その時私は勤務しているチリ国

立ペドロ・アギーレ・セルダリハビリテーションセンター

（INRPAC）病院で、長期間の治療、訓練の後に患者

さん（児童と青少年）が在宅生活をする際に生じる問

題の解決策を探していました。というのは、家に戻った

多くの患者さんはそのまま家にいるだけなので、数週

間後に病院に戻って来るのです。時には退院時より悪

い状態になっています。

そんな時、JICAが広島で行う集団研修の“地域の

中核病院との連携による総合的地域ケアシステムコー

ス”を知り、ここに私が求めている解決策があると思い、

1998年の研修に参加しました。研修から帰国した初

日に、私は研修で学んだ事を基に新しい在宅サービ

スを開始し、同時に“障害がある人々のリハビリテー

ションシステム”に関する日本とチリのプロジェクトを計

画しました。

このプロジェクトは実現し、2000年から2005年まで

JICAの“チリ国身体障害者リハビリテーションプロジ

ェクト”として実施されました。チリ国におけるリハビリ

テーションシステムとCBR（地域に根ざしたリハビリテー

ション）のサービスが日本の国立障害者リハビリテーシ

ョンセンターの専門家を中心にした協力で開発されま

した。当時の長岡診療部長、歴代の総長である中村

総長、佐藤総長、岩谷総長をはじめ、元学院長の矢

野先生や国際協力のスタッフ、心身障害児総合医療

療育センターの児玉先生、その他多くの人々の協力が

ありました。私が研修を受けたのは2002年で、これら

の専門家がリハビリテーションに関する新しい視点を

私達にもたらし、総合的リハビリテーションとインクルー

ジョンの考え方をチリ国のリハビリテーションシステム

の構築に取り入れることを支援してくれました。研修か

ら帰国した後、私はチリ国厚生省の障害者リハビリテ

ーション部門のチーフとして仕事をすることになりまし

た。これは私にとって日本で学んだことを生かす大き

なチャンスとなりました。

私達はゼロからスタートしましたが、今では“障害の

予防とリハビリテーション”はチリ国厚生省の政策とな

り、2007年には国の政策としてのリハビリテーションサ

ービスに対する予算を獲得することができました。これ

は、日本の長期に渡る協力の成果として歴史的な意

味を持つものです。現在、チリ国内には70ヶ所の地域

リハビリテーションセンターがあり、毎年10の新しいセ

ンターができ、私達が作ったリハビリテーションネットワ

ークに入っています。最初にできた地域リハビリテーシ

ョンセンターの17ヶ所と障害がある人々が使用する自

動車を造るのに、在チリ日本大使館が財政支援をして

くれました。2007年から2009年の間にチリ国内のほと

んどの地に56ヶ所の新しい総合リハビリテーション部

門が設置され、９つの病院がリハビリテーションサービ

スを導入し、INRPACとの協力を行っています。これ

により新たに約25,000人が地域でリハサービスを受け

ることができ、更に多くの人々が政府

のリハビリテーションの財源を利用し

てサービスを受けています。

〔国際協力情報〕

帰国研修員レポート
管理部企画課
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私達は日本から学んで得た知識や

経験をチリ国内で実践しましたが、

更にその経験をラテンアメリカの他の

国 に々も広げることになりました。

2005年には“リハビリテーションに関する総合的、統

合的政策とプログラムデザイン”と題した国際研修コー

スをスタートしました。これはラテンアメリカの教育、保

健、障害とリハビリテーションに関する政策決定者の

ためのコースで、これまでに14ヶ国の４グループ、74名

の専門家が研修を受けました。

また、日本とチリの間で結ばれた日本・チリパートナ

ーシッププログラム（JC（第３国に技術移転をすることを

目的として日本とチリが50％ずつの資金を出し合い、

第３国の開発を支援する事業）に基づき、私達は以下

の活動を行っています。

①　コスタリカの国立リハビリテーションセンターでの

“バイオ・ソーシャル統合プロジェクト”（2005年）

②　パラグアイの教育・文化省において“リハビリテー

ション向上プロジェクト”（2009年から）

③　ボリビアの保健・スポーツ省との協力でマイヤー・

サンアンドレス大学での“言語療法と作業療法プ

ロジェクト”（2010年から）

この他に現在、エクアドル、ドミニカ共和国、ハイチ

から私達への協力要請が来ています。

日本は私達をパートナー、友人、同僚として迎えてく

れ、またチリ国の文化を尊重してくれました。政策を行

う立場から、また個人としても言いたいのは、日本の協

力によりチリ国におけるリハビリテーションにかかわる

多くの事が変わり、それがラテンアメリカの障害がある

人 の々ための開発に生きているということです。

最後に、去る２月27日にチリを襲った大地震のその

後の状況を簡単に報告します。地震により多くの人々

と建物が被災しましたが、４月末現在2,000世帯が住む

家がなく、臨時の避難所に住んでおりこれから冬を迎

えます。実際20,000の家屋が被害を受け、その40％

が倒壊しました。ある地域では95％もの家屋が倒壊し

ました。一方で避難生活をしている人 も々含め、現在

は100％の子供達が様 な々支援により授業を受けるこ

とができています。

日本政府はチリ国の保健に対して

約２億８千万円の寄付をしてくれまし

た。この地震で17の病院が深刻なダメージを受け、病

院の再整備には少なくともあと５年はかかりそうです。

プロジェクトの関係では、INRPACは建物に被害はあ

りましたが、職員は無事でした。５つの地域リハビリテ

ーションセンターが被災し、そのうちの２つは倒壊してし

まいました。そこで、私達は別の地域センターに被災し

たセンターの機能を移転しましたが、被災した地域の

障害がある人 に々とっては、幹線道路が被災している

ことにより、移転した場所へのアクセスの問題と、これ

から冬になるため、寒さによる健康状態の悪化が心配

です。

チリ国民は被災からの復興に５～６年の期間と膨大

な経費がかかると考えていますが少しずつ国民の顔

には笑顔がもどりつつあります。私達は日本をはじめと

する世界の国 の々支援に感謝しています。
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地震の直後の被災住民

2008年にチリで開催したラテンアメリカを対象にした国
際研修コース（前列の向かって右端が筆者）


